
○川島町有草刈機貸出しに関する要綱 

平成２４年８月３０日 

告示第６９号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、町有草刈機を公務に支障のない範囲において、地域環境整備活動

を行う町内の団体に貸し出すことについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 町有草刈機 町が購入し、管理する草刈機をいう。 

(2) 地域環境整備活動 地域の環境美化運動及び花いっぱい運動その他公共の福祉

の向上を目的とする地域組織による奉仕活動をいう。 

（貸出しの対象となる団体） 

第３条 町有草刈機を借り受け、使用することができる団体（以下「借受け団体」とい

う。）は、次の各号のいずれかに該当する団体とする。 

(1) 町内の自治会及び行政区等の地域組織 

(2) その他公共の福祉の向上を目的とする団体で、町長が特に必要と認めた団体 

（貸出日及び貸出しの時間帯） 

第４条 町有草刈機の貸出しは、次に掲げる日を除く、午前８時３０分から午後５時ま

でとする。ただし、町長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) １２月２９日から翌年の１月３日までの日 

（貸出期間） 

第５条 町有草刈機の貸出期間は、５日以内とする。 

（使用地域） 

第６条 借受け団体が、貸出した町有草刈機を使用できる地域は、町内のみとする。た

だし、町長が特に必要と認めた場合はこの限りでない。 

（町有草刈機の使用申請） 

第７条 町有草刈機を使用しようとする団体の代表者（以下「申請者」という。）は、



町有草刈機を使用しようとする日の３０日前から５日前までの開庁日（第４条各号に

規定する日以外の日をいう。）に、川島町有草刈機使用許可申請書兼誓約書（様式第

１号。以下「申請書」という。）に必要事項を記入して町長に申請するものとする。 

２ 申請の受付窓口は、総務課自治振興・危機管理グループとする。 

（使用の許可又は不許可） 

第８条 町長は、前条に規定する申請があった場合は、その内容を審査し、及び町有草

刈機の公務利用の有無等を確認したうえで、申請書の内容が適当であり、かつ、公務

に支障がないと認めたときは、川島町有草刈機使用許可書（様式第２号。以下「許可

書」という。）により申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合は当該申請を不許可とし、様式第３号

により申請者に不許可である旨を通知するものとする。 

(1) 申請書の内容が地域福祉の向上に資すものと認められない場合 

(2) 申請者が町有草刈機を使用しようとする日に、町有草刈機を公務で使用する場合 

(3) その他町有草刈機の使用を許可することが適当でないと認められる場合 

（許可の取消し） 

第９条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その許可を取り消すことがで

きる。 

(1) 緊急かつやむを得ない事由により、町有草刈機を公用又は公共用に供する必要が

生じたとき。 

(2) 申請書に虚偽の記載があったとき。 

(3) この告示又は許可書に付した条件に違反したとき。 

（貸出し及び返還並びに使用上の遵守事項） 

第１０条 第８条第１項の規定による許可を受けた者（以下「使用者」という。）が、

町有草刈機を借り受けようとする場合は、許可書記載の貸出し場所において、町有草

刈機を借り受けるものとする。ただし、町長が特に必要と認めたときは、この限りで

ない。 

２ 使用者は、町有草刈機を借り受けている間は、許可書を保管しなければならない。 

３ 使用者は、町有草刈機の使用が終了した場合は、町有草刈機の清掃を行い、許可書

記載の返還場所へ町有草刈機を返還するものとする。ただし、町長が特に必要と認め

たときは、この限りでない。 



４ 使用者は、前項の規定により町有草刈機を返還したときは、総務課自治振興・危機

管理グループ職員による点検を受けなければならない。 

（貸出料） 

第１１条 町有草刈機の貸出料は、無料とする。ただし、町有草刈機の使用に係る燃料

代は、すべて使用者の負担とする。 

（禁止事項） 

第１２条 使用者は、町有草刈機の使用にあたり次に掲げる事項を行ってはならない。 

(1) 借り受けた町有草刈機を第三者に転貸し、又は申請書に記載された目的以外に使

用すること。 

(2) 借り受けた町有草刈機を改造すること。 

(3) その他この告示又は許可書に付した条件に違反する行為を行うこと。 

（使用中の責任） 

第１３条 使用者は、町有草刈機の借受中に生じた事故について、すべての責任を負わ

なければならない。 

（損害賠償） 

第１４条 使用者は、町有草刈機を損傷し、又は滅失したときは、現物又は代価をもっ

て弁償しなければならない。 

（貸出停止） 

第１５条 町長は、町有草刈機を損傷又は滅失した使用者に対しては、当該損傷又は滅

失の日から起算して１年の間は、町有草刈機を貸出さないものとする。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２４年９月１日から施行する。 



 



 



 



様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第８条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

 


